
 



 



 

 

  平成 17 年度(2005 年度)から令和 6 年度(2024 年度)までの 20 か年度 

とします。 

 

（1）歳入 

・地方交付税は、令和２年度に合併算定替による優遇措置が終了すること

や今後予想される人口減少などを見込んでいます。 

・国・県支出金は、物件費・補助費・普通建設事業費の増減などを加味し

ています。 

・地方債は合併特例債（＊）の充当を見込んでいます。 

 

 

（２）歳出 

・職員人件費は、日田市定員管理計画（平成 27 年度～令和２年度）に基

づいて算出し、令和３年度以降は、退職者と同数の職員補充を見込んで積

算しています。また、令和２年度以降は、会計年度任用職員制度の導入に

よる増を見込んでいます。 

・扶助費は、対象者人数の推計を基に今後の増減を見込んでいます。 

・物件費は、令和元年度決算見込みを基準に、所要額を見込んでいます。 

・投資的経費は、実施計画を参考に設定し、今後の事業計画や将来的に改

修、整備が必要と予想される施設等の状況を考慮して見込んでいます。 

・「その他」の項目のうち、補助費については推計期間を通じて同額程度

を見込み、繰出金については、各事業の収支推計により見込んでいます。 

 



 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

●歳入 *平成17年度から平成30年度までは決算額

年　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

項　目 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

地方税 8,051 7,856 8,341 8,275 7,906 7,820 7,807 7,605 7,682 7,917

地方交付税 12,135 12,066 12,290 12,947 13,424 13,823 13,813 14,513 13,967 13,575

国・県支出金 6,301 5,074 5,807 6,121 9,899 8,276 7,828 8,449 10,336 8,569

地方債 6,466 4,377 3,232 2,817 4,203 4,967 4,353 4,670 5,929 3,615

その他 6,299 5,959 6,163 5,281 6,566 5,858 5,750 6,038 5,475 6,303

歳入合計 39,252 35,332 35,833 35,441 41,998 40,744 39,551 41,275 43,389 39,979

年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

項　目 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

地方税 7,701 7,864 7,980 8,072 8,009 7,925 7,744 7,736 7,697 7,647

地方交付税 12,892 12,985 13,476 12,342 11,948 11,986 11,361 11,288 11,143 10,916

国・県支出金 8,233 7,928 8,143 9,327 10,711 8,904 8,173 7,827 8,972 8,519

地方債 4,514 3,909 3,902 3,143 4,243 4,698 3,942 3,351 4,835 4,094

その他 5,846 5,556 7,503 7,425 7,241 6,042 5,995 5,887 6,017 5,820

歳入合計 39,186 38,242 41,004 40,309 42,152 39,555 37,215 36,089 38,664 36,996

（単位：百万円）

 

 

●歳出 *平成17年度から平成30年度までは決算額

年　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

項　目 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

人件費 6,186 6,211 6,622 6,237 6,344 6,050 6,054 6,197 5,497 5,637

扶助費 4,451 4,612 4,927 5,332 5,556 6,404 6,831 6,898 6,917 7,107

公債費 5,187 5,406 5,875 6,183 5,991 5,153 5,251 5,274 5,973 5,778

物件費 3,880 3,671 4,247 4,231 4,814 5,335 5,455 5,340 5,008 5,268

投資的経費 6,620 7,163 6,650 5,275 8,644 7,952 6,588 8,518 8,136 6,598

その他 11,599 7,255 6,444 6,885 8,956 8,168 7,699 8,124 10,666 7,989

歳出合計 37,923 34,318 34,765 34,143 40,305 39,062 37,878 40,351 42,197 38,377

年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

項　目 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

人件費 5,552 5,237 5,747 5,622 5,686 5,856 5,739 5,920 5,818 5,661

扶助費 7,569 8,066 8,160 7,941 8,342 8,408 8,345 8,257 8,180 8,108

公債費 4,806 4,782 4,956 5,432 4,855 4,245 4,360 4,422 4,383 4,048

物件費 5,473 5,828 6,251 5,774 6,153 6,200 5,961 6,018 5,973 5,971

投資的経費 5,670 5,185 6,358 6,695 8,981 7,103 4,997 3,771 6,744 5,625

その他 8,634 7,913 8,327 7,667 8,135 7,743 7,813 7,701 7,566 7,583

歳出合計 37,704 37,011 39,799 39,131 42,152 39,555 37,215 36,089 38,664 36,996

（単位：百万円）

 

＊合併特例債は、合併年度及びこれに続く２０年度間に行う、建設計画に

位置づけされた建設事業及び地域振興などのための基金の積立に要する経

費に対して活用できます。その起債額の上限は、新市全体で、建設事業と

して約 258 億 3 千万円です。なお、合併特例債の平成３０年度末までの

発行済額は約２２１億１千万円で、令和元年度以降の発行可能額は約３７

億２千万円となっています。 

 また、合併特例債を活用し、地域振興基金（合併基金分）に 35 億円積

立てましたが、平成３０年度末残高は約２６億５千万円となっています。 



 

 

20 年度に限り、新市建設計画に基づいて行われる 

合併に伴う地方交付税の特例措置（合併算定替） 

 合併後 10 年間は、合併しなかった場合に 6 市町村に交付されるであろう普

通交付税の合計額を保障し、その後、平成 27 年度から 5 年間で段階的に削減

し、令和 2 年度に新市として本来の普通交付税額に移行するもの。 



 



 

※地域審議会は、平成 26 年度をもって解散 



 

日田式循環型農業 



 



 


